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【Abstract】
The main purpose of this paper is to examine the factors affecting the decision-making on 
foreign direct investment (FDI). We focus in this paper on Japanese manufacturing companies 
who indeed have conducted FDI. 
In this study, we assumed that the decision-making of FDI is radically based on two theoreti— 
cal perspectives, namely traditional economic perspective and the more recent new-institutional 
perspective. Traditional economic perspective is a concept for FDI behavior pursuing efi-
ciency, and new-institutional perspective is a concept for FDI behavior pursuing legitimacy. 
We extracted six factors relevant to the mechanism of the decision-making on FDI of the 
Japanese manufacturing companies. Each factor has characteristics of efficiency and legiti-
macy respectively. As a result of our analysis, we found that Japanese manufacturing 
companies are more affected from efficiency than legitimacy when making a decision on FDI. 
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1. はじめに
本稿の研究目的は，企業を海外直接投資 (ForeignDirect Investment: FDI)に導く意思決定
の要因を理論的に考察したうえ，実際企業は FDIに関する意思決定の際，どのような要因に
影響されるのかについて実証的に分析することである。実証分析の対象は現に海外へ直接投資を
行っている日本企業を対象にし，なかでもより早くから海外市場へ投資をしてきた製造業に属す
る企業を対象にする。
企業行動を説明するこれまでの研究を考察すると，企業は効率性にもとづいて行動するという
前提からの議論がほとんどである。このような傾向はFDIに関する研究においても同様であり，
直接投資が行われる要因についても経済性や効率性の観点から議論されてきた。たとえば，企業
が海外へ直接投資を行う動機については，市場での競争を排除したり，企業の保有する優位性を
利用したりするためであるとする産業組織論的アプローチや (Hymer,1976)，市場の不完全性
を回避しようとするためであるとする内部化理論的アプローチ (Buckley& Casson, 1976)，ア
メリカをはじめとする先進諸国における企業間の価格競争の結果，コスト削減のために開発途上
国にプラントを移転するとするプロダクト・サイクル論的アプローチ (Vernon,1966)などがあ
る。
企業は必ずこのような経済性や効率性の基準にだけしたがい行動するのであろうか。次の例を
見てみよう。実際のFDI行動を考察分析した研究では，同じ産業に属する企業の FDIは同業他
社の FDIを増加させる効果があり，それは進出国の情報に乏しい企業が，すでに特定の国に進
出しているほかの企業の進出行動を模倣することから生じるものであると報告される (Guillen,
2002)。他社の FDIの意思決定を模倣することは， とりわけ，コスト・ベネフィット分析が困難
であるような不確実な状況において， より生じやすい（磯辺・牧野・チャン， 2010)。さらに，
日本の特定産業の企業が特定地域に集中して進出することも報告されている (Kotabe,1993; 
Smith & Florida, 1994; Head, Ries & Swenson: 1995）。このような行動パターンは，既存の効率
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性の基準だけでは説明することが困難である。このことは，新制度論において議論される正当性
の基準を借りることで，ある程度説明できると考えられる (Chan,Makino & Isobe, 2006; 
Bockem & Tuschke, 2010;磯辺・牧野・チャン， 2010)。
新制度論では，企業は，経済性や効率性だけでなく，おかれた制度環境とのかかわりを意識し
た正当性の基準にもしたがい行動する傾向があると仮定される (DiMaggio& Powell, 1983)。効
率性と正当性という一見相反するような概念は，研究者によって表現の違いはあるものの，企業
の意思決定に影響を与えるメカニズムを説明しようとする最近の研究において， しばしば取り上
げられるようになってきた（たとえば， DiMaggio& Powell, 1983; Oliver, 1991; Deephouse, 
1999;牛丸，2000;Kennedy, 2002; Chan, Makino & Isobe, 2006; Lieberman & Asaba, 2006; Delios, 
Gaur, & Makino, 2008; Bockem & Tuschke, 2010;磯辺・牧野・チャン， 2010)。
これらの研究は，企業の意思決定に影響を与える基準について，伝統的な経済的アプローチだ
けでは説明しきれない部分に対し，新たな視点を加えることによってより発展的なインプリケー
ションを提示する。しかし，このような複眼的なアプローチによる理論研究の蓄積は少ないのが
現状であり，その理論を裏づける実証研究もあまりなされていないのが実情である。比較分析に
至っては皆無に近い。
だから，本研究ではこれらの研究の流れを汲みながら，効率性の要因と正統性の要因とを比較
分析することを試みる。したがって，以下では，企業が海外への直接投資を決定する背景には2
つの側面が考慮されるという仮定で議論を進める。それは，伝統的な効率性の側面と新制度論に
もとづいた正当性の側面である（図 1)。ただし，効率性と正当性とは，相互補完的な関係であっ
て，決して排他的な関係ではないというところに注意を払いたい。
実証分析では，企業がFDIを決定する際， どちらの基準をより強く意識するのかについて分
析を行う。このことは先行研究に対する本研究の特徴でもある。
効率性の基準
意思決定 進出行動
正当性の基準
図1 海外進出行動の意思決定要因
本稿は．次のように構成される。第2節では． FDIの展開に関連し効率性と正当性に関する
理論を考察する。第3節と第4節においては第2節で考察した理論に対し日本企業を対象に実
証分析を行う。第5節では．考察とインプリケーションを，第6節では．本稿のサマリー．限界．
そして今後の課題を述べる。
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2.理論研究と研究課題
2.1 理論研究
本研究では，企業を FDIに導く背景には2つの基準が作用すると仮定する。 1つは伝統的な
考え方である効率性の基準でありもう 1つは新制度論に端を発する正当性の基準である。効率
性は経済学や経営学を成す根本的で主要な概念であり，正当性は政治学や社会学において発展し
た新制度論における主要概念である。以下， FDIの活動に関連し，これら 2つの考え方につい
て理論的考察を行う。
2.1.1 伝統的考え方：効率性の基準
企業活動を考えるうえでもっとも根本的な考え方は，企業経営の目的は利潤を追求するという
ことであろう。企業は利潤を得なければ存続することができない。すべての企業行動は戦略的な
意思決定にもとづいて行われ， FDIに関連する意思決定においても同様である。
本稿でいう伝統的な考え方とは，企業の行う海外進出に関する意思決定や行動について，経済
性や効率性の観点から解釈しようとする考え方のことを指す。国境を越える直接投資の活動が活
発になったのは19世紀半ばからという見解が一般的であるが (Jones,1995)，これら投資活動の
さまざまな側面について考察・分析したこれまでの多くの研究は，効率性の観点からなされたも
のがほとんどである。なにゆえ企業は海外へ直接投資を行うのかという問題に関しても，伝統的
に効率性の観点からのアプローチが支配的であった。
それら研究成果をかりれば企業がFDIを行う動機要因には次のようなことが挙げられる。
すなわち，企業は，国内市場での競争を排除するため (Aharoni,1966; Hymer, 1976)，保有する
経済的優位性を効率的に活用するため (Hymer.1976; Hennart, 1982)，より安価な労働力を利用
することによる生産パフォーマンスを向上させるため (Vernon,1966)，国内では入手困難な天
然資源を確保するため (Dunning,1993)，新しい市場を開拓もしくは拡張するため (Dunning,
1993)，先端技術や関連する最新情報を入手もしくは強化するため (Johanson& Mattsson, 1987; 
Herbert, 1989; Shan & Song, 1997; Frost, 2001)といったような動機で海外へ直接投資を行うの
である。
海外市場への進出動機要因について注目するこれらの研究成果は， FDI活動を含む企業の国
際化を説明する主要理論として確立されている。ここではFDI活動を考えるうえでもっとも注
目に値する産業組織論的アプローチ，プロダクト・サイクル理論，内部化理論， OLIパラダイム
理論を簡略に取り上げる。
(1)産業組織論的アプローチ
海外への直接投資が証券投資と異なる点は，外国にある企業を「支配」するということである。
すなわち，直接投資とは外国企業を直接に支配 (control)することを指し (Hymer,1976)，単
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なるキャピタル・ゲインを目的にする資本移動や資源移動とは明確に区別される。 Hymer(1976) 
の研究以前の海外への投資活動に対する認識というのは，資本は限界生産性の低い国から高い国
へ移動するものであるとする資本移動論や貿易論的アプローチによるものが一般的であり（亀
井， 2001)，現在のような直接投資の概念はまだ明確ではなかった。
外国にある企業を支配する理由は，当該外国企業とほかの企業との間に生じる競争を排除する
のにそして「優位」にもとづく投資活動から生じる利益を専有するのに必要である (Hymer,
1976)。一般に，海外へ進出する企業は，遠隔地で事業を行うがゆえに発生するコストやリスク
を負担することになる。それに加え，進出しようとする国の企業に比べ，その国で事業を運営す
るうえで欠かせない経済，政策，法律，言語，文化などの情報に疎い (Hymer,1976)。このこ
とは，外国に進出する企業がそれら情報を獲得し有効に利用するためには，ホスト国の企業より
時間的に金銭的に高いコストを負担することを意味する。したがって，現地の企業と競争するに
は，これらのコストやリスクの負担を上回るほどの優位性を保有しなければならない (Hymer,
1976)。
(2)プロダクト・サイクル理論
プロダクト・サイクル理論は製品のライフ・サイクルに着目したモデルである。このモデルで
は，その製品のライフ・サイクルの進展に沿って，生産と消費の拠点が所得水準の異なる国の間
で変化すると説明される。製品の生産と消費は，導入期，成熟期，標準化期という製品のライフ・
サイクルに沿って，アメリカからヨーロッパの先進国へ， ヨーロッパの先進国から途上国へと国
の経済開発の程度の順に移動する (Vernon,1966)。
プロダクト・サイクル理論による海外直接投資は，次のような段階を経る。まず，所得や技術
水準が高いアメリカ企業によって製品のイノベーションが起こる。導入期において，アメリカで
開発された製品は，アメリカ国内で生産・消費されると仮定される。国内での当該製品の生産と
消費が拡大される製品の成熟期において，国内消費を上回る余剰の生産品はヨーロッパの諸国へ
輸出される。ヨーロッパでの消費が促進されると，アメリカ企業はヨーロッパ市場でのシェアを
維持・拡大するため現地生産に着手する。ヨーロッパでの当該製品市場が拡大するにつれ，ヨー
ロッパの企業もその製品市場に参入する。当該製品が完全に標準化される標準化期では，投入コ
スト対比製品の生産性が向上するので，企業間で価格競争が始まる。アメリカとヨーロッパ市場
が飽和状態になるこの段階では，途上国への輸出が始まると同時にそれらの国での消費も始ま
る。この段階で，アメリカ企業とヨーロッパ企業は，途上国に生産拠点を設け途上国での消費に
対応しながら，相対的に低価格で生産した製品をアメリカとヨーロッパヘ輸出することで価格競
争に対応する (Vernon,1966)。
(3)内部化理論
内部化を一言で要約すれば，市場での取引を企業内部に取り込むことである。一般に，市場で
の供給量と需要量は価格を基準に決定される。しかし，市場の機能は，伝統的な経済学において
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想定されるように完全でないため，取引コストが発生する（島田， 2001)。取引コストは，代表
的に取引相手に関する情報を探索するコスト，その相手と契約を締結するための交渉コスト，
契約の履行を監視・監督するコストに要約される (Dahlman,1979; Coase, 1988)。企業はこれら
の取引コストを伴う市場での取引を企業内部で処理するほうがより効率的であると判断する場
合取引の内部化を選択する。
海外進出の形態として，直接投資のほか，輸出やライセンスの供与がある (Dunning,1988)。
内部化理論は，企業がなにゆえ輸出やライセンスの供与ではなく，直接投資を選択するのかに関
する答えを提示する。輸出の場合は，マーケティング・コストのほかに関税，外国為替管理，
FDI規制のような市場不完全性が存在する。他方，ライセンシングの場合は，優位性にも．とづ
く投資からの収益を専有できないうえ，取引相手の機会主義的行為により起こりうる知識消散の
リスクという市場不完全性が存在する。企業はこのような市場不完全性を克服するため，輸出や
ライセンスの供与でなく直接投資を選択する (Rugman,Lecraw & Booth, 1985)。そして，市場
不完全性から生じる取引コストが大きいほど，内部化の誘因は高くなる (Buckley& Casson, 
1976)。
(4) OLIパラダイム理論
Dunning (1979, 1988)により提唱された OLIパラダイム (OLIParadigm)モデルは，それ
まで発表された FDIに関する有力な先行研究を総括したもので，この経緯から折衷理論とも称
される。 OLIパラダイムでは，企業がFDIを行うには3つの優位性を揃える必要があるとされる。
3つの優位性とは「所有特殊的優位 (ownership-specificadvantages)」，「立地特殊的優位 (loca-
tion-specific advantages)」,「内部化インセンテイヴ優位 (internalization-incentiveadvantages)」
を指す。これら 3つの優位性は，直接投資を決定する要因について，それぞれ，なにゆえ (why),
どこに (where)，どのように (how) という側面からアプローチされる (Gal紐＆ Gonz紐ez-
Benito, 2001)。
それぞれの優位性の特徴をみると，「所有特殊的優位」は前項の産業組織論的アプローチに関
連する。この場合の所有特殊的優位とは，外国に進出する企業が，ほかの国籍の企業に対し保有
する優位のことをいい，経営ノウハウや知的財産のようなその企業特有の無形資産がこれにあた
る (Dunning,1979)。「立地特殊的優位」は前項のプロダクト・サイクル理論に関連する。立地
特殊的優位は，現地国特有の優位性のことをいい，その国に内在する天然資源，安価で訓練され
た人材，貿易障壁などの政府の介入といったものがこれにあたる (Dunning,1979)。「内部化イ
ンセンテイヴ優位」は前項の内部化理論に関連する。すなわち，企業が保有する優位を内部化す
ることによって生み出される優位性のことをいう。この場合，ライセンシングや契約を通じて外
部の企業と取引するよりは，自らの活動の拡張を通じて優位を内部化するのが有利にならなけれ
ばならない (Dunning,1979)。
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(5)学習モデル
上述した効率性の基準にもとづく理論の共通点は，進出する企業の必要条件として優位性に注
目するということである。しかし，一方では他社に対する相対的な優位を有しなくても海外に
進出する場合があることを指摘しておかなければならない。このことは．企業の FDIのあり方
が多様化していることを示唆する。このような現象は， とりわけ先端技術の確保が企業業績と密
接に関連する半導体やバイオ医薬品のような産業群においてより顕著である。このような変化を
OLIパラダイムの観点から考察してみると．必ずしも所有特殊的優位．立地特殊的優位，内部化
インセンテイヴ優位のすべてを保有していなくても．海外に直接投資を行なうことが可能である
ことを意味する。
たとえば所有特殊的優位に関連して考えると，本国や自社にはない知識や能力を確保するた
めの FDIがある (Johanson& Mattson, 1987)。学習を目的とした進出パターンは日本企業に限
らない。実際，ヨーロッパや韓国の企業が，半導体技術を獲得するためアメリカのシリコンバレー
に進出することや (Almeida,1996; Kim, 1997)，医薬品やバイオ・テクノロジーの先端技術を吸
収するため先進工業国の企業がアメリカに進出することなどが報告されている (Shan& Song, 
1997: 林． 2007;2008)。進出する地域や国における「学習優位」を追求した直接投資の一つの
類型であると考えられる。
2.1.2 新制度論的考え方：正当性の基準
企業活動は，企業をとりまく環境，すなわち，制度，社会，利害関係者などの関わりなしには
成立することができない。新制度論はこのような社会環境あるいは制度環境と組織との関係に注
目する研究領域であり， とりわけ社会に広く浸透している価値や規範といった文化的要因を重要
視する（東， 2004)。
かつて， Abegglen& Stalk (1985)は， 日本企業は利益率よりも売上高や製品の市場シェアに
より敏感であり，競争相手企業に遅れをとることをもっとも恐れる特徴があると指摘した。日本
企業はライバル企業に遅れをとらないようライバル企業の行動に強い関心をもち，ライバル企業
が新しい戦略や行動に打ち出るとそれをすぐ模倣する傾向がある (Abegglen& Stalk, 1985)。他
社を模倣するということは，他社と同じような戦略や行動をとることを意味し，結果として，同
質的行動をとることになる。実際， 日本企業の同質的な行動は多様な場面で観察される。たとえ
ば，日本の化学産業においては，関連企業がほぼ同時に設備投資を拡大したり，飲料業界におい
ては，ほぽ同時に類似製品を発売することがある（浅羽， 1998;2002)。海外に投資する場合の
同質的行動としては特定の地域に集中して進出することや (Kotabe,1993; Smith & Florida, 
1994; Head, Ries & Swenson: 1995)，特定の時期に集中して進出することが報告されている（牛
丸， 2000)。
このような日本企業の一連の同質的行動は，正当性の基準にもとづいたものと考えられる。正
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当性は，同型化がそうであるように，新制度論における主要概念の一つである (Deephouse,
1996)。正当性とは，「規範，価値，信念，定義のような社会的に構築されたシステムの中で，企
業行動が，望ましく，妥当で，適切であるという一般化された認識や仮定」である (Suchman,
1995: 574)。正当性の概念を企業行動に関連づければ，企業が正当性の基準にしたがい意思決定
を行うということは，その企業の意思決定や行動が社会環境の期待に一致することを意味する。
企業は，その企業の行う意思決定や行動が妥当であり適切であると社会に認識されることによ
り，社会から正当性を獲得する。社会に広く認識されている諸制度すなわち制度環境は，企業を
はじめとする組織を変化させるほどの影響力をもち，一方，企業は，そのような制度環境からの
圧力を受け正当性を獲得しようとする。そのため，企業は制度環境によって適切であると認識さ
れている所与の行動パターンを採用する。その行動パターンは，ほかの組織との相互作用を通じ
て次第に強化される (Westney,1993)。
企業が正当性を獲得しようとするのは，正当性が制度化された）レールとして機能するからであ
る(Meyer& Rowan, 1977)。制度化されたルールは，当然のものとして社会のなかに埋め込まれ，
世論を形成し，法的効力を発揮する。たとえば禁煙マークのように法的な拘束力を有しないルー
ルであっても，一度制度化されてしまうと，制度的な影響力を発揮するのである。近年，企業の
社会的責任 (CorporateSocial Responsibility: CSR)に対する社会的関心が高まるにつれ， CSR
への取り組みをアピールする企業が急増しているが，このような現象も企業が制度環境から信頼
を獲得しようとする行為として理解されよう。
このように，企業は社会的に当然と認識される制度化されたルールにしたがうことによって，
正当性を確保しようとする。なぜなら，正当性を獲得することで，組織に対する評判やロイヤル
ティが高まり，借入，寄付，投資をより受け入れやすくなるからである (Meyer& Rowan, 
1977)。
一般に，企業とは利益を追求する組織であるとみなされる。そのため，企業は効率性の基準に
したがい行動するのが当然と認識される。一方，企業が正当性の基準にしたがうのは，非合理的
な行為と受け取られがちである。現実の企業は，制度化されたルールにしたがうために使われる
費用をコストとして認識しながらも，コストを減らすよりはそのルールにしたがってしまうとい
うジレンマを経験する。しかし， Oliver(1997)が指摘するように，企業が制度化された）レール
にしたがい正当性を追求することは合理的な判断としてとらえられる。なぜなら，正当性の観点
からすれば，それにもとづいた意思決定が当面の生産性や収益性の向上に直接的に結び付かない
としても，制度化されたルールにしたがうことで，結果として，将来の事業活動に必要な資源や，
企業としての社会的安定性，持続的な生存の可能性などを確保することができるからである
(Dowling & Pfeffer, 1975; Meyer & Rowan, 1977; Fennell, 1980)。
上述のように，正当性を求める企業行動はしばしば同質的行動として現れる。このような行動
パターンを理解するには制度的同型化の概念を援用するのが有益であろう。制度的同型化とは，
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「正当性原理にしたがって導かれた同型化現象」である（牛丸， 2000:35)。異なる技術的環境下
にある企業同士が似通った行動をとるようになるのは，制度的同型化に属する現象として理解さ
れるのである（牛丸， 2000)。
制度的同型化に関するより先駆的で具体的な例示は， DiMaggio& Powell (1983)により提示
された制度的同型化の類型である。制度的同型化は，「強制的同型化 (coerciveisomorphism)」，
「模倣的同型化 (mimeticisomorphism)」,「規範的同型化 (normativeisomorphism)」と区別さ
れる (DiMaggio& Powell, 1983)。
強制的同型化とは，政治的な影響と正当性に起因するものである (DiMaggio& Powell, 
1983)。企業に対し政治的圧力を行使する組織は，圧力を受ける側からすれば上位の組織となる。
企業に対する上位の組織には，行政機関や親企業及び請負元などがあると考えられる。これらの
上位組織から何らかの理由で進出要請を受けて進出する場合が強制的同型化に該当する。強制的
同型化は，相対的に規模の小さい企業がよりよく遭遇する形態かもしれない。
模倣的同型化とは，不確実性に対する反応として他の組織を真似ることによって生じる同型化
である (DiMaggio& Powell, 1983)。たとえば，国内で活動するほかの企業のFDI行動に影響
され進出を決定する場合である (Henisz& Delios, 2001; Guillen, 2002; 2003)。制度的同型化の中
でも，企業間の同質的行動の要素にもっとも当てはまるのは模倣的同型化かもしれない（浅羽， 1999)。
規範的同型化は，専門職や専門知識の伝播から生み出される同型化のことでる (DiMaggio& 
Powell, 1983)。たとえば専門教育を受けた外部の経営学者やコンサルタント，あるいは，企業
内の特定業務に従事する人材， といった専門家の知識は規範的な性質をもつ。そのため，企業が
専門知識を有するこれらエキスパートの意見を求めたり意思決定に反映したりする可能性が高
い。各々の企業がこのような意思決定のプロセスを好むと仮定するならば，結果的に多くの企業
が他社と同じような意思決定を行うことになるであろう。なお，企業はそのような専門知識を有
する人材を直接に雇用し企業内に常住させるか，コンサルタントに顧問料を払いアドバイスを受
けるか，あるいは，協会団体に存在する専門家の指針にしたがうなどの方法で，規範的同型化の
経路をたどると考えられる。
2.2 研究課題
以上の先行研究の考察により， FDIに関する意思決定は，効率性の基準と正当性の基準にし
たがってなされることが導かれた。 FDIを行う企業が効率性の基準を優先するとするならば，
その企業はほかの企業を凌駕する何らかの優位性を有することを意味する。一方， FDIを行う
企業が正当性の基準を優先するとするならば，その企業は社会を構成する一員として，制度環境
から受ける影響をより重視することを意味する。
これまでの考察で検討してきたように，海外へ直接投資を手かける主体とは，歴史的にアメリ
カの企業が最初であり，その次が西ヨーロッパ先進国の企業であった。その後， FDIの新たな
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担い手として日本企業が浮上してからは，アメリカ，西ヨーロッパ， 日本という 3頭体制が持続
された。
理論研究で考察したように同質的行動は正当性の追求と密接に関係する。とりわけ，日本企
業に至っては同質的な行動をとる傾向があることがしばしば指摘されることを考慮すると，日本
企業は，効率性の基準より正当性の基準をより重視するといえるかもしれない。しかし， 日本企
業は自動車や電機産業などの分野において卓越な技術優位性を発揮し，長い間，国際ビジネスで
首位を占めてきた。このことは正当性の基準をより重視した意思決定の結果とは考えにくい。
それでは， 日本企業の海外進出行動を考える場合，日本企業は効率性の基準と正当性の基準と
で，どちらをより強く意識するのであろうか。この点を研究課題として，以下では， 日本企業に
対するアンケート調査をもとに実証分析を行う。
3.分析方法
3.1 データ
本研究では，現に海外に直接投資を行っている日本企業を分析対象にする。業種を製造業に限
定し，海外の現地法人を対象に，書面によるアンケート調査を郵送法により実施した。アンケー
ト調査の対象企業は，東洋経済新報社の『海外進出企業CD-ROM』(2011年度版）から抜粋し
た製造業に属する企業である。
この調査対象の選別の内容とその理由は次に示すとおりであり， 4つの点で，本研究での検証
に適切であると判断される。第1に日本企業だけを研究対象にした。企業の海外進出行動は，
ほかの国の企業行動よりは自国のほかの企業行動に影響されるので（磯辺，牧野， 2008)．同じ
制度環境で活動する日本企業の意思決定の相違を分析できるからである。第2に，業種を製造業
に属する企業だけに限定した。日本企業のFDIは，金額ベースを基準に，製造業と非製造業の
海外投資額が2008年から逆転し，非製造業の比率が多くなってきている。それにもかかわらず，
業種を製造業だけに限定したのは， 日本の場合，非製造業に比べ製造業における海外進出の歴史
が長く，それだけ旺盛な進出活動を呈していると考えられるからである。第3に，海外の現地法
人が本社と同じ品目の製造業として進出する水平的進出の場合だけを対象にした。なぜなら，本
研究では効率性の観点から直接投資が行われることをも前提にしているからである。一般に企業
は優位性を生かした製造活動を海外拠点に分割すると仮定されるが，実際のFDI活動を観察す
ると，親企業の本業と異なる海外進出の形態も見受けられる。たとえば， 日本の親企業は製造業
であるのに対し．海外には販売部門だけを設けたり，親企業の本業とは全く異なる業種へと多角
化したりする場合である。このような進出のケースは，本研究の目的に整合しないので除外した。
第4に，海外子会社に対する日本本社の出資比率が50％以上である場合だけを収集した。これは，
出資比率が低い合弁企業の場合は．その企業に対する意思決定への発言力がそれだけ弱くなるた
め． FDIの特徴の 1つである外国の企業を支配することが困難になると考えられるからである。
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本研究の対象企業は，実質，出資比率100％の企業がほとんどである。
アンケート調査に対し最終的に収集された有効なサンプル数は，全体の 1,344社のうち 193社
で，回答率は 14.4％である。回答された有効サンプルの属性をみると，不明な場合を除き，業種
としては，化学，機械，電気機器，輸送機器がともに27社 (15%）で全体の60％を占め，食料
品11社 (6%），他製造業10社 (6%），繊維・衣服9社 (5%），非鉄金属と金属製品がともに8
社 (5%），ガラス・土石6社 (3%）， ゴム製品と精密機器がともに5社 (3%），パルプ3社 (2%),
医薬品と鉄鋼がともに 2社 (1%）を占める。資本金ベースの規模をみると，資本金3億円未満
の企業が36社 (20%),3億円以上100億円未満の企業が89社 (51%),100億円以上の企業が
51社 (29%）を占める。 3億円未満の資本金の企業を中小企業と定める中小企業基本法の分類に
したがうと，全体の20％が中小企業残りの80％は大企業ということになる。子会社の地域別
立地先は，アジア 122社 (66%）ラテンアメリカ 52社 (28%）， ヨーロッパ9社 (5%），オセア
ニア 3社 (2%）である。
アンケート調査に対する回答は6段階のリッカード尺度による単数回答法を用いた。各項目の
回答について「全くそのとおり」を 6点「あてはまる」を 5点「ややあてはまる」を4点「や
や異なる」を5点「異なる」を5点，「全く異なる」を 1点として得点化した。したがって，選
択された得点が大きいほど，その質問項目に対し進出の動機として強く意識していることを示す。
海外進出の要因を探るための各質問項目は表lに示すとおりである。質問項目は，理論研究で
表1 質問項目
1. 当該海外子会社の主力製品は．本社のプランドや技術を十分に反映したものである
2. 当該海外子会社の主力製品は，本社の主力製品と密接に関係している
3. 当該海外子会社の主力製品は．現地のほかの企業の製品よりも優れており分競争力をもっている
4. 当該海外子会社がその国に進出する決定要因として，その国の経済発展の可能性は重要であった
5. 当該海外子会社がその国に進出する決定要因として，その国のマーケットの大きさは重要であった
6. 当該海外子会社がその国に進出する決定要因として，その国の賃金水準や地代などは重要であった
7. 当該海外子会社が進出している地域に．日本やほかの国からの同業他社もが．進出している
8. 当該海外子会社が進出している地域において．同業他社の動向や特許・研究に関連する最新情報を交換す
ることは容易である
9. 当該海外子会社が進出している地域において．同業他社の動向や関連特許・研究に関連する最新情報を獲
得することは容易である
10. 当該海外子会社を設立し直接運営するのが，ほかの海外企業と取引するより効率的であった
1. 当該海外子会社の役割を担う．適切なほかの現地の企業を探すのが大変だった
12. 当該海外子会社を直接運営することによって．本社が保有する技術やノウハウを保持する必要があった
13. 当該海外子会社の進出は．その国や地域の政府， もしくは日本の政府からの要請をうけての進出である
14. 当該海外子会社の進出は．本社のグループ企業や株主から要請を受けての進出である
15. 当該海外子会社の進出は．取引先との持続的な取引関係を維持するための進出である
16. 本社の役員や従業員は，政府機関や関連団体から，事業と関連する情報を入手・交換している
17. 本社の役員や従業員は，教育機関やセミナーに参加し，事業と関連する知識を習得している
18. 進出当時当該地域に進出するのに当然のこととして疑う余地はなかった
19. 本社は． 日本の同業他社やほかの大手企業の海外進出に，影響を受けている
20. 当該海外子会社の進出に際し．ほかの多くの日本企業もが海外進出に手かけていた
21. 当該海外子会社の進出に際し．本社は．進出事業の妥当性を充分に検討した
注：質問項目は本研究と関連する部分のみ掲載。
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考察した効率性の基準と正当性の基準に関連する内容で構成された。たとえば，企業の所有優位
性との関連項目は質問番号1,2, 3,立地優位性との関連項目は質問番号4,5, 6,学習追求と
の関連項目は質問番号7,8, 9,内部化優位性との関連項目は質問番号10,1, 12,強制的同型
化との関連項目は質問番号13,14, 15,規範的同型化との関連項目は質問番号16,17, 18であり，
そして質問番号19,20, 21は模倣的同型化との関連性を探るための内容である。
3.2 測定尺度の操作化
本研究では，海外市場への直接投資に関する意思決定に影響を与える要因を抽出するため，因
子分析を行う。因子分析とは，データから直接に観測することのできない潜在的な共通の変数を
抽出する際に用いられる有効的な手段である。そして，抽出された因子たちの平均値に優位な差
があるかどうかを検定するため，分散分析を行う。分散分析とは， 3つ以上の分析対象群におい
て平均値の散らばり具合に差があるかどうかを調べる有効な分析方法である。
まず，海外進出意思決定に影響を与える要因に関する尺度21項目に対して，主因子法，プロ
マックス法による因子分析を行った。因子の負荷量の低い質問項目を除外しながら因子分析繰り
返した結果最終的に 13項目が残った。固有値の変化は2.43,1.95, 1.58, 1.32, 1.24, 1.08, 0.76, 
0.60, …というものであり，抽出された因子の数は6つであった。なお，回転後の累積寄与率は
53.58％であった。最終的な因子パターンと因子相関を表2に示す。
各因子は以下のように解釈された。因子負荷量は．35以上のものに着目した。第1因子には，
業界動向や特許などに関する最新情報を交換あるいは獲得することができるとのといった項目の
因子負荷量が高いことから「学習優位」因子と命名した。第2因子には，海外子会社の主力製品
は本社の主力製品と密接に関係しており，本社のブランドや技術を十分に反映しているという項
目の因子負荷量が高いことから「所有優位」因子と命名した。第3因子には，進出国の市場の大
きさや経済の発展可能性を考慮したという項目の因子負荷量が高いことから「立地優位」因子と
命名した。第4因子には，大手企業や同業他社を問わず多くの投資行動に影響を受けての進出で
あるとの項目の因子負荷量が高いことから「模倣的同型」と命名した。第5因子は，本社の役員
や従業員が業務と関連する教育活動や業界団体の活動に参加するとの項目の因子負荷量が高いこ
とから「規範的同型」と命名した。そして第6因子には，国内の得意先との持続的な取引関係を
維持するための進出決定やグループ企業からの要請を受けての進出決定であることの因子負荷量
が高いことから「強制的同型」と命名した。
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表2 海外進出時の意思決定の動機に関する質問項目の因子分析の結果
I I 皿 w V VI 
学習 所有立地模倣的規範的内部化共通性
優位優位優位 同型 同型 同型
8 特許・研究情報交換 .93 .01 .04 .06 -.04 -.03 .85 
9 特許・研究情報獲得 .81 .0 -.03 -.09 .07 .05 .68 
2 本社の主力製品 .04 .98 .03 .02 -.03 -.01 .9 
1 本社のプランド・技術 -.03 .63 -.06 —.02 .06 .09 .40 
5 市場の大きさ .1 -.10 .84 .02 -.03 -.03 .67 
4 経済発展可能性 -.11 .10 .65 -.11 .06 .02 .47 
20 多くの企業の進出 .03 .03 -.22 .72 .02 -.03 .50 
19 大手企業の進出 -.08 -.12 .14 .52 .08 .08 .40 
7 同業他社の進出 -.03 .21 .20 .37 -.05 -.13 .40 
17 本社役員の教育参加 -.02 .07 .07 -.04 .68 .0 .49 
16 本社役員の業界団体参加 .06 -.04 -.04 .1 .63 -.01 .4 
15 取引関係の維持 .02 .03 .08 .1 -.07 .72 .61 
14 グループ企業・株主の要請 .01 .06 -.08 -.10 .05 .50 .68 
因子寄与率 53.58 
因子間相関 I I 圃 w V VI 
I .01 .07 -.17 .08 -.08 
I .29 .09 .09 .10 
lI .16 .18 .17 
w .29 .36 
V .09 
VI 
因子抽出法：主因子法．回転法：プロマックス法．因子負荷．35以上を太文字に表記
4.分析
因子分析において．各因子に．35以上の負荷量を示した項目の合計得点の平均を．各下位尺度
得点とした。表3に各下位尺度得点の平均値と標準偏差を示す。内的整合性を検討するためにa
係数を算出したところ，第 1因子．89.第2因子．76, 第3因子．67, 第4因子．51. 第5因子．61.
第6因子．51の値が得られた。
下位尺度得点の平均をみると．第2因子の所有優位の平均値が5.25で．抽出された因子の中
でもっとも高い。その次に高い平均値を示すのは第3因子の立地優位で． 4.55を示す。他方，もっ
とも低い平均値を示すのは第1因子の学習優位である。
そこで．研究課題である「日本企業は． FD!に関する意思決定を行う際．効率性の基準と正
当性の基準とでどちらをより強く意識するのか」を検証するために，分散分析による平均値の差
の検定を行った。
検定の結果． F(5, 1152) = 127.60, p <.001で有意な差があることが示された。主効果が有意
であったので． TukeyのHSD（平均値の差の限界値）検定による多重比較を行った。結果．
HSD=0.31(p＜．05)であり．表4に示すようにすべての群の間に有意な差がみられた。
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表3 各因子の構成変数の平均と標準偏差 (N= 193) 
Mean 
S.D. 
質問項目番号
I 
学習優位
2.90 
1.08 
8,9 
I 
所有優位
5.25 
0.78 
2, 1 
皿
立地優位
4.55 
1.12 
5,4 
w 
模倣的同型
4.15 
0.99 
20, 19, 7 
V 
規範的同型
3.65 
1.06 
17, 16 
VI 
強制的同型
3.22 
1.34 
15, 14 
表4 因子平均値の多重比較のまとめ
?????
学習優位
所有優位
立地優位
模倣的同型
規範的同型
強制的同型
I 
-2.35●●● § 
皿
-1.6●●● 
0.69●●● 
w 
-1.25●●● 
1.09●●● 
0.41" 
V 
-0．75 .. 
1.60●●● 
0.91●●● 
0.51●●● 
VI 
-0.32• 
2.03●●● 
1.3●●● 
0.93●●● 
0.42●● 
HSD = 0.31 (•••p <.001, ••p <.01, •p <.05) 
§たとえば.-2.35とは，第1因子の平均値の分散から第2因子の平均
値の分散を除した値を表す。
多重比較の結果をみると，第2因子の所有優位の平均は，ほかのすべての因子の平均よりも有
意に大きい。対照的に，第1因子の学習優位の平均は，ほかのすべての因子の平均よりも有意に
小さい。
5.考
?
本研究での因子分析の結果，学習優位，所有優位，立地優位，模倣的同型，規範的同型，強制
的同型の6因子が抽出された。これらの因子を第2節で考察した理論研究に関連付けると，所有
優位，立地優位，学習優位は効率性の基準にしたがうもので，模倣的同型，規範的同型，強制的
同型は正当性の基準にしたがうものであることがわかる。
多重比較分析の結果から，本研究での日本企業は FD!を行う意思決定の際，所有優位＞立地
優位＞模倣的同型＞規範的同型＞強制的同型＞学習優位の順に，進出を考慮する要因として強く
意識するといえる。
言い換えれば，所有優位や立地優位の要因をより強く意識することから，日本企業の FD!に
関する意思決定には，効率性の基準が正当性の基準より強く作用すると考えられる。日本企業は
横並び的であるとしばしば指摘されるが実際の海外直接投資行動における日本企業は，効率性
の要因をより強く意識して意思決定を行うと考えられる。対照的に，同じく効率性の基準に分類
される学習優位はもっとも意識されない結果となった。このことから， 日本企業は，特許などの
先端情報を獲得するためよりは， 自社の保有する経営ノウハウや技術のような優位性をもとに，
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それを有効に活用できる立地先を優先的に考慮すると推測できる。学習優位の要因が低いのは，
先端情報を必要とする業種はバイオ・テクノロジーや医薬品といったごく限られた分野における
業種の特徴によるものかもしれない。アンケートに回答した企業のなかで，化学と医薬品のメー
カーを合わせて29社 (16%）であることも影響したかもしれない。
一方．正当性の基準に分類される模倣的同型，規範的同型．強制的同型の要因が．所有優位と
立地優位の次に強く意識されるとの結果も得られた。これらの正当的要因のうち．模倣的同型が
もっとも強く，強制的同型の要因がもっとも弱く作用する。この結果は，企業間の同質的行動に
もっとも当てはまるのは模倣的同型化かもしれないとした浅羽 (1999)の推測に整合する。なお．
親企業や取引先の要請による進出は強制的同型に該当するが．本研究では低い値を示した。それ
は，アンケートに回答した中小企業の割合が36社 (20%)であることに起因するかもしれない。
以上のことから，海外に直接投資を行う日本の製造企業は．海外進出に対し．正当性の基準よ
り効率性の基準をより重視し，意思決定を行うということがいえる。
6. おわりに
本研究は， 日本企業の FDIに対する意思決定に影響を与える要因について理論的に考察した
うえ．実証分析を試みたものである。とりわけ． 日本企業を FDIに導く意思決定の根底には，
効率性の基準と正当性の基準との両側面がはたらくと仮定し． 日本企業はどの基準により強く影
響されるのかを分析した。
現に FDIを行う日本の製造業を対象に行ったアンケート調査の分析結果を通じて，意思決定
の潜在的な要因として， 6つの要因が作用することがわかった。これらの要因に対する多重比較
分析から．意思決定の基準として．所有優位性と立地優位性が優先的に強く意識され．その次に
模倣的同型規範的同型，強制的同型の要因の順に意識されるとの結果が見出された。すなわち，
正当性の基準より効率性の基準により強く影響されるという結果が得られた。このことから．日
本企業は社会環境や制度環境の影響を受けつつも，それでも経済性や効率性の基準をより重視す
る傾向があるといえる。
本研究は．伝統的に主張されてきた効率性の観点に加え，正当性の観点にもとづいて考察を
行ったことに意義がある。企業は必ずしも効率性だけを追い求めるわけではなく．正当性の基準
にもとづき社会環境や制度環境との調和をも追い求めるという考え方である。本研究での議論に
よって．企業の意思決定に対するより多様な観点からのアプローチが可能であることが確認さ
れ，この領域の研究の流れに蓄積を加えることができたと考えられる。なお．効率性と正当性に
注目した比較実証分析が皆無に近い現状において，本研究における日本企業は効率性の基準をよ
り優先するという結果を見出したことは．今後の研究方向に前向きな可能性を加えることができ
たといえよう。
このような貢献にもかかわらず，本研究にはいくつかの限界があることを指摘しておかなけれ
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ばならい。まず，本研究は．海外に進出する企業の進出目的によって意思決定を行う事業部門が
異なる可能性や，事業部が異なる場合は意識する要素も異なる可能性を考慮していない点であ
る。次に，業種進出国企業規模といった企業の属性による違いを考慮しなかったことがあげ
られる。最後に，製造業に属する企業だけを分析の対象にしたことがあげられる。近年， 日本の
非製造業企業の海外投資額は製造業を上回るほどダイナミックであり，その増加の程度は注目に
値する。非製造業における意思決定の特徴をも探り，さらに製造業との比較検討することは有意
義であろう。
本研究の限界を踏まえ．意思決定に影響を与える各要因の影響をより精密に分析すること．他
業態について調査すること．進出時期や地域などをコントロールした分析をすること．そして時
系列の分析を試みることなどが．今後の課題として残された。
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